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5目的  

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下、「雇用支援機構」という。）には、長年培って

きた訓練カリキュラムや訓練の手法など多くの資源を整理し、再構築することにより、業種、訓練

形態などを超えて、横断的・汎用的に活用できる支援の仕組みを構築し、雇用情勢や政策の変化に

弾力的に対応して研究開発する役割が求められると考えられる。 

このような状況において、雇用支援機構は、国の職業訓練政策を先導してきたノウハウを活か

し、民間教育訓練機関の実施する職業訓練をコーディネートする役割を、過去に委託訓練事業や

職業能力形成プログラム事業等で培ってきたところである。雇用支援機構には、この経験・ノウ

ハウを民間教育訓練機関へ移転し、円滑に職業訓練への参入・運営ができるよう相談・援助する

役割が期待されている。 

求職者支援訓練に参入する民間教育訓練機関においては、認定要件が最低条件として満たされ

る必要があるが、それ以上に職業訓練の意義・目標、クラス運営、就職支援などの重要性につい

て啓蒙していく必要がある。平成２４年度からは、求職者支援訓練に特化して研究を進め、「求

職者支援訓練 質向上のためのヒント集（仮称）」を作成し、民間教育訓練機関に対する雇用支

援機構の支援の向上を狙うものである。 

6概要 

本報告書は５年計画の４年目の活動として、民間教育訓練機関の質保証の取組等の実態を把握

し、職業訓練を実施するなかで質の向上を図っていくための支援のあり方について取り組み、具

体的には、「求職者支援訓練 質向上のためのヒント集（仮称）」（試作第１版）を昨年に作成

して、本年は改訂作業を行った。 なお、計画が1年早まって最終年度とした。 
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資料編Ⅰ～Ⅳ 

「求職者支援訓練 質向上のためのヒント集（仮称）」（試作第１版の改訂案）ほか 

7本書の活用方法 

求職者支援訓練に特化した形で「求職者支援訓練 質向上のためのヒント集（仮称）」を作

成した。これは機構職員に対して、職業訓練における民間教育訓練機関への質の向上及び指導

業務において、活用することができる。 
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